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【本日のご説明内容】

１．地方銀行の取り組み

２．横浜ＦＧの取り組み

３．全国地方銀行協会による支援活動

はじめに

⚫わが国において、「2050年カーボンニュートラル」や「2030年ネイチャーポジティブ」の実現を目指す中、
地方銀行には、地域の脱炭素化の実現や自然資本の保全・回復等向けて、持続可能な社会づくりに貢献することが
期待されている。

⚫脱炭素化や自然資本の保全等に関するサステナビリティの取り組みは、それぞれが独立したものではなく、相互に
深い関わりあいを持ち、地域社会に対して大きなインパクトを与えるものである。

⚫こうした認識のもと、地方銀行は、地域社会の持続的な発展に向け、気候変動問題への対応や環境保全を含む
ＳＤＧｓに関する対応を重要な経営課題と捉え、その課題に対応した取り組みを積極的に推進している。
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１．地方銀行の取り組み
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１．地方銀行の取り組み

態勢整備、気候変動に関するリスク分析・開示

⚫地方銀行では、気候変動対策や環境保全を含むＳＤＧｓに関する対応を重要な経営課題と捉え、主管部署の設置等、
態勢整備を進めている。

⚫気候変動について、多くの地方銀行が、気候関連リスクの分析やScope３の算定に取り組んでおり、分析手法の
高度化・精緻化等を通じ、開示の質と量を充実させている。

Scope3の算定態勢整備

17

53

12

9

5

6

上場株式および社債

事業性融資（事業ローン）

非上場株式

プロジェクトファイナンス

商業用不動産

住宅ローン

59
59主管部署の設置

57

58

49

33

16

56

59

49

シナリオ分析の実施（移行リスク）

シナリオ分析の実施（物理的リスク）

気候関連機会の分析

（ビジネスチャンス等）

（Scope１・２に関する目標）

2030年度ネットゼロ／カーボンニュートラル

（Scope１～３に関する目標）

2050年度ネットゼロ／カーボンニュートラル

2025年10月 2024年10月

55

53

54

47

Scope３の算定

ファイナンスドエミッション

（Scope３カテゴリ15）の算定

2025年10月 2024年10月

Scope３カテゴリ15の算定対象

気候関連リスク分析・目標設定

※2025年10月より調査

（銀行数 2025年10月：n=61
2024年10月：n=62）

（銀行数 2025年10月：n=61
2024年10月：n=62）

※

※

※2025年10月より調査
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１．地方銀行の取り組み

生物多様性に関するリスク分析・開示

⚫地方銀行は、自行拠点や取引先拠点における自然資本との関わり、生物多様性に係るリスクの特定・分析を積極的
に進めており、その結果を、統合報告書や自行ウェブサイト等において開示している。

⚫引き続き、生物多様性に係るリスク分析の深化に取り組むとともに、特定されたリスクへの対応策を検討していく。

生物多様性に関する取り組みの開示内容生物多様性に係るリスク・機会の分析

25
9

分析済み

生物多様性に関する取り組みの開示媒体

17

18

14

13

25

20

6

5

4

4

6

13

「ガバナンス」に関する事項

「戦略」に関する事項

「リスクとインパクトの管理」に関する事項

「測定指標とターゲット」に関する事項

セクターごとの依存・影響を分析した

ヒートマップ

地域における生物多様性保全活動の実施

2025年10月 2024年10月

分析ツールの内訳

（銀行数 2025年10月：n=61
2024年10月：n=62）

（銀行数 2025年10月：n=61
2024年10月：n=62）

25

21

8

4

ENCORE

LEAPアプローチ

12

32

7

23

7

16

1

9

有価証券報告書

統合報告書・ディスクロージャー誌

サステナビリティレポート等

ウェブサイト

2025年10月 2024年10月
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１．地方銀行の取り組み

取引先への支援状況

⚫地方銀行は、脱炭素化やネイチャーポジティブの実現に向け、具体的な取り組みを推進している。

⚫取引先とのエンゲージメントを通じ、環境問題に対する共通認識を醸成しながら、ＧＨＧ排出量の削減や自然資本の
保全等に寄与する資金面・非資金面での支援を行っている。

非資金面の支援状況資金面の支援状況

56

53

42

52

31

32

44

56

49

41

51

31

29

40

グリーンファイナンス

グリーンローン

グリーンボンド

サステナビリティ・リンク・ローン

サステナビリティ・リンク・ボンド

トランジション・ファイナンス

ポジティブ・インパクト・ファイナンス

2025年10月 2024年10月

60

58

54

54

51

42

33

59

57

54

56

50

36

30

ＣＯ₂排出量の可視化サービスの提供

太陽光設備、再エネ電力を販売する企業等の紹介

脱炭素推進の取り組みに関する取引先との対話

（エンゲージメント）

省エネや脱炭素化に関するセミナーの実施

ＣＯ₂排出量の削減目標設定や削減策等に係る

コンサルティングの実施

J－クレジットの創出支援

J－クレジットの取引仲介

2025年10月 2024年10月

（銀行数 2025年10月：n=61
2024年10月：n=62）

（銀行数 2025年10月：n=61
2024年10月：n=62）

ファイナンスの内訳（複数回答あり）
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２．横浜ＦＧの取り組み
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２．横浜ＦＧの取り組み

サステナビリティ戦略の全体像

⚫横浜フィナンシャルグループでは、「長期的にめざす姿」の実現に向けて「マテリアリティ」や「中期経営計画」
に基づいたビジネスを展開しており、中期経営計画においては、「Growth」「Empowerment」「Sustainability」
の3つの重点戦略を掲げている。

⚫中計重点戦略「Sustainability」では、「行員のリテラシー向上」「エンゲージメント強化」「サステナブルファイ
ナンス高度化」の3つを中長期戦略として定め、戦略ごとに重点施策を策定している。

Sustainability

Empowerment

エンゲージメント
強化

サステナブルファイナンス
高度化

行員のリテラシー
向上

サステナ中長期戦略

Growth

重点施策中計重点戦略

➢ 脱炭素アドバイザー資格

➢ 階層別サステナビリティ研修

➢ サステナアンバサダー制度

➢ 外部評価型ファイナンス

➢ 中小向けSLLFW型

➢ マテリアリティ・サポートローン

➢ 排出量算定ツールの提供

➢ 排出量データを起点とした提案

➢ グループ一体ソリューションの提供
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２．横浜ＦＧの取り組み

サステナビリティ関連のソリューションメニュー

⚫お客さまの脱炭素経営を支援するため、お客さまごとの取組フェーズに応じたソリューションラインアップを取り
揃えている。

⚫お客さまとのエンゲージメントを通じて、お客さまの課題を共有したうえで、お客さまの課題解決に資する最適な
ソリューションの提供に取り組んでいる。

脱炭素経営
フェーズ

お客さまの
課題

当社のソリューション

おもなサステナブルファイナンス おもなコンサルティングメニュー

事業活動と
サステナビリティ課題

との紐づけ
寄付型私募債 脱炭素の必要性に関するセミナー

GHG排出量の
可視化や

削減目標の設定

〈はまぎん〉マテリアリティサポートローン GHG排出量算定ツール導入支援

〈はまぎん〉サステナビリティ・リンク・ローン
FW型

GHG排出量削減ロードマップ策定支援

GHG排出量の
削減目標の達成に
向けた設備投資や
新たなビジネスの

構築

SDGｓグリーンローン/ソーシャルローン 省エネ関連設備導入支援

SDGｓサステナビリティ・リンク・ローン 再エネ設備、PPA導入支援

ポジティブ・インパクト・ファイナンス 排出権・クレジット創出支援

フェーズ１
【啓発】

フェーズ2
【可視化】

フェーズ3
【削減】
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２．横浜ＦＧの取り組み

サステナブルファイナンスの高度化

⚫お客さまのサステナビリティ経営を伴走するため、サステナブルファイナンスの普及を目指しているが、多くの中
堅・中小企業にとっては調達の難易度が高いことが課題である。

⚫このような課題の解決策として、組成手続きを簡略化してコスト負担も抑えた新商品を開発し、お客さまの脱炭素
経営の高度化に向けた、段階的な支援をおこなっている。

外部評価型
（個別評価）
ステークホルダーへの

報告

経営への統合
優先課題の特定・

目標設定

啓発
SDGs・ESＧの

理解

国際原則非準拠 国際原則準拠

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
経
営
フ
ェ
｜
ズ

初期

高度期

多くの中堅・中小企業は
一足飛びには進まない

寄付型私募債

サステナビリティ・リンク・ローン

（代表的な商品例）

（代表的な商品例）

（代表的な商品例）

マテリアリティ・サポートローン

外部評価型
（FW評価）
ステークホルダーへの

報告
グリーンローン/ソーシャルローン

ポジティブ・インパクト・ファイナンス

サステナビリティ・リンク・ローン
フレームワーク型

（代表的な商品例）
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２．横浜ＦＧの取り組み

サステナブルファイナンスの新商品

11

⚫〈はまぎん〉マテリアリティ・サポートローンでは、「マテリアリティ特定コンサルティング」と「融資」を組み
合わせることで、お客さまのサステナビリティ経営の高度化を後押ししている。

⚫〈はまぎん〉サステナビリティ・リンク・ローン（SLL)フレームワーク型では、当社策定のフレームワークに対し
外部機関からSLL原則適合性評価を取得することで、お客さまによる外部評価取得の負担を軽減している。

モニタリング
取り組みの支援

〈はまぎん〉マテリアリティ・サポートローン フレームワーク

第三者評価機関

フレームワークの
第三者意見

〈はまぎん〉マテリアリティ・サポートローン

〈はまぎん〉サステナビリティ・リンク・ローン フレームワーク

第三者評価機関

〈はまぎん〉サステナビリティ・リンク・ローン フレームワーク型

フレームワークの
SLL原則適合性確認

* 事業活動にとって重要性の高いESG
課題について設定する目標
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２．横浜ＦＧの取り組み

リテラシーの向上

⚫サステナビリティ経営支援の促進には、その担い手となる人財の育成が不可欠であるため 「サステナアンバサダー
制度」を導入し、各営業店に推進リーダー（アンバサダー）を配置している。

⚫本部のサステナビリティ関連部署が月次で勉強会を開催し、サステナビリティに関する市場動向や取組事例を共有
するなど、「サステナアンバサダー」の知識と提案力の強化を通じて、社内全体での能力向上を図っている。

【役割1】
本部-エリア間の情報連携ハブ

① 本部主催の月次勉強会参加
最新情報や事例の横展開

② 好事例などの発信

【役割2】
現場の推進企画

① サステナビリティの切り口での対話の
深堀りなどの推進企画

② 勉強会資料や顧客提案資料
などの整備・共有

【役割3】
担当者からの相談窓口

① エリア内の顧客ニーズや他行
動向等の集約

② 軽微な照会・相談窓口など

本部 お客さま情報・好事例
の相互発信

営業店

アンバサダー
(担当） 担当者

アンバサダー
(課長以上)

対話
・

提案

役割１

役割２

役割３

サステナアンバサダー制度の全体像

推進企画・情報共有

相談・事例集約
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３．全国地方銀行協会による支援活動
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３．全国地方銀行協会による支援活動

主な支援活動

⚫全国地方銀行協会は、地方銀行のSDGs／ESG、脱炭素化やネイチャーポジティブの取り組みの底上げを図る観点
から、アンケートや研修等を実施している。

地方銀行の取り組み状況の共有

地方銀行界の取り組みに関する対外発信

⚫ ＳＤＧｓ／ＥＳＧに関する全行アンケートの実施

— ＳＤＧｓ／ＥＳＧの取り組み状況に関する全行アンケー
トを毎年実施し、その結果を地方銀行に提供（直近は
2025年10月に実施）。

— 調査を重ねるごとに、地方銀行の気候変動問題や生物
多様性への対応を含めたＳＤＧｓ／ＥＳＧに関する取り
組みは広がっている。

⚫ 「地方銀行における環境・気候変動問題への取り組み」
レポートの作成

— 2021年５月より、地方銀行の環境・気候変動問題への
取り組みを発信するため、標記レポートを毎年作成
（直近は2025年５月に公表）。

— 会員銀行の主な取り組み事例および全国地方銀行協会
による地方銀行への取り組み支援活動等を掲載。

研修の開催

⚫ 「ＧＸ推進講座」の開催

— 気候変動問題を担当する地方銀行の担当者(2025年９月)
を対象に標記講座を開催。

⚫ 「生物多様性保全研究会」等の開催

— 自然関連問題を担当する地方銀行の役員（2025年11月）
および担当者(2026年２月) を対象に標記研究会等を開催。

生物多様性に関する研究

⚫ 「生物多様性と地方銀行」に関する検討

— 基本問題調査会（頭取級）において、「生物多様性と地方
銀行」をテーマに検討。2025年６月、その検討成果を取り
まとめ、会員銀行に共有。

⚫ 生物多様性に関する分析・開示の課題・好事例等の
整理

— 関係部会において、ＴＮＦＤ提言に基づく分析・開示への
対応について検討し、2026年１月、その検討成果を取りま
とめ、会員銀行に共有。
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おわりに

⚫地方銀行は、地域の脱炭素化や環境保全等に関する課題認識のもと、銀行自身の気候関連リスクや自然資本・生物
多様性に係るリスクの分析、その積極的な開示を行っている。

⚫併せて、取引先とのエンゲージメントを通じて環境問題に対する共通認識を醸成しながら、政府による補助金等の
施策も活用のうえ、資金・非資金面からの取引先支援等に取り組んでいる。

⚫地方銀行は、こうした取り組みを続け、各地域において脱炭素化や環境保全等への意識が高まるよう、ステーク
ホルダーに対し働きかけを行っていく。

⚫政府におかれては、引き続き、各種支援策により地方銀行の取り組みを後押しいただくとともに、地方自治体に
おける「生物多様性地域戦略」の策定を促進するなど、全国的な機運醸成に資する取り組みをお願いしたい。

【地方銀行の取り組みの全体像】

分析・開示

取引先支援

地域の機運醸成

✓ 専担部署の設置等の態勢整備

✓ 気候関連リスクや自然資本・生物多様性に係るリスク分析の実施・高度化

✓ リスク分析結果等の積極的な開示

✓ グリーンファイナンスの実施

✓ ソリューションの提供

✓ エンゲージメントを活用したサービス開発・改善

✓ 地方自治体との連携

✓ セミナーの開催等による啓発活動

✓ 地域一体となった取り組みを推進するための人材育成
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参考資料：地方銀行の具体事例
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（地方銀行の具体事例）

投融資

⚫ 横浜銀行：発電所の建設資金に係るＳＤＧｓグリー
ンローンの実行

— 横浜銀行は、「さがみはらバイオガスパワー株式会社」
に対して、「さがみはらバイオガスパワー発電所」の建
設資金をＳＤＧｓグリーンローンにて支援。

— 当該発電所では、食品廃棄物由来のメタン発酵バイオガ
スを燃料として発電をおこなっており、またその過程で
生成されるメタン発酵後の消化液を活用して肥料原料を
製造・販売。

— 本事業は、食品廃棄物からエネルギーを創出するという
脱炭素だけでなく、生物多様性の保全・循環経済の形成
にも貢献するもの。

事業化支援

⚫ 武蔵野銀行：中古衣料品を循環活用する新事業創造
をサポート

— 武蔵野銀行は、クリーニング事業を営む株式会社武蔵屋ととも
に、クリーニング店舗で回収した衣料品の選別・リユース・
リサイクル・再製品化までを一貫する事業スキームを構想。

— 同構想の実現に向けて、事業パートナーのマッチングをは
じめ全般的なコーディネートを行うとともに、「サーキュ
ラーエコノミー事業化支援補助金」の申請を支援するなど、
多面的にサポート。

— 2025年９月、本事業構想が上記補助金の対象として採択さ
れ、具体的な取組みがスタート。

⚫ 北海道銀行：「ほくほくサステナブルファイナンス
（グリーンローン型）」の契約の締結

— 北海道銀行は、2025年３月、廃棄物処理事業等を手掛ける
株式会社公清企業と「ほくほくサステナブルファイナンス
（グリーンローン型）」の契約を締結。

— 本資金は、使用済紙おむつを回収し、分別処理を行う「使
用済紙おむつリサイクル専用工場の新設」に充当され、リ
サイクル装置にて殺菌・洗浄・分解し、プラスチック類と
パルプ類に分別処理することにより、再資源化を実現。

⚫地方銀行は、脱炭素や生物多様性の保全、循環経済の形成に資するグリーンファイナンスや事業化支援に積極的に
取り組んでいる。

参考資料
取引先支援事例

（出所：横浜フィナンシャルグループ 2025年３月期統合報告書）
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（地方銀行の具体事例）

エンゲージメントに関する取り組み事例

アンケートの実施

⚫ 山口フィナンシャルグループ（山口銀行・北九州銀行）
：お客さまアンケートの実施

— 山口フィナンシャルグループは、地域のお客さまに対する
ヒアリング調査やアンケート調査を通じて、脱炭素に取り
組むうえでの課題等を把握。その結果をソリューション提
供等の見直しへ活用。

地域の機運醸成

⚫ 中国銀行：「脱炭素ワークショップカードゲーム
研修会」を開催

— 中国銀行は、 2025年９月、地元の金融
機関等と連携し、カーボンニュートラ
ルへの理解促進を目的に、取引先を対
象に、「脱炭素ワークショップカード
ゲーム研修会」を開催。

⚫地方銀行は、お客様アンケートを活用したソリューション提供の見直しや普及推進策の検討を行っているほか、
地域一体となった機運醸成等に取り組んでいる。

啓発活動

参考資料

（出所：山口フィナンシャルグループ 2025年３月期統合報告書）

（出所：しずおかフィナンシャルグループ 2025年３月期統合報告書）（出所：中国銀行 2025年７月25日付ニュースリリース）

⚫ 静岡銀行：「しずおかGXサポート」を起点とした
地域一体での連携等

— 静岡銀行が開発・提供を開始した「しずおかGXサポー
ト」は、2025年4月より静岡県内すべての地方銀行・信
用金庫での取扱いを開始。

— 静岡県内の金融機関や自治体、地元大学等と設立した
「しずおかカーボンニュートラル金融コンソーシアム」で
は、脱炭素ソリューションのナレッジの共有や、地域企業の
脱炭素経営を伴走支援できる行職員の育成を協力して実施。

— また、静岡銀行は、静岡県および
地域のＮＰＯと連携して「生物
多様性セミナー」を開催し、
地域企業や自治体の担当者など
のべ約140名が参加。
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（地方銀行の具体事例）

脱炭素化・自然資本の保全に関する取り組み事例

環境価値の創出

⚫ 琉球銀行：絶滅危惧種再生によるＪブルークレジット®の認証

— 琉球銀行は、絶滅危惧種ウミショウブ（海藻の一種）の
保全活動において、2025年10月、国内初の絶滅危惧種を
対象とした「Ｊブルークレジット®」認証を取得。クレジ
ットの創出拡大を通じ、同保全活動の自立化を図る。

水循環の保全

⚫ 肥後銀行：熊本ウォーターポジティブ・アクション
の実施

— 肥後銀行は、熊本県立大学、熊本大学等とともに、「熊
本ウォータポジティブ・アクション」を実施している。

— 本アクションは、雨庭などのグリーンインフラを用いて、
土地開発による地下水保全へのネガティブな影響を上回
るポジティブな影響を生み出そうというもの。

— 緑を活用した水循環の保全は、地下水
の涵養とともに内水・外水氾濫の軽減、
ヒートアイランド対策、景観の向上や
生物多様性の向上など、多面的な効果
が期待できる。

再生可能エネルギーの普及拡大

⚫ 山陰合同銀行：子会社における系統用蓄電池事業の開始

— 山陰合同銀行の子会社「ごうぎんエナジー」は、2025 年11 月、
再生可能エネルギーの普及拡大や、地域の脱炭素・カー
ボンニュートラルの実現に向けた取り組みの一環として、
系統用蓄電池事業を開始。

— 本事業は、太陽光発電等により
日中に蓄電を行い、一般家庭など
の電力需要が増える夕方から夜間
に放電することで、電力の安定供
給に貢献するもの。

⚫地方銀行は、子会社や地域の関係者と連携し、自ら脱炭素や自然資本・生物多様性の保全に資する取り組みを行っている。

参考資料

（出所：九州フィナンシャルグループ 2025年３月期統合報告書）

（出所：山陰合同銀行 2025年９月18日付ニュースリリース）

（出所：琉球銀行 2026年１月20日付ニュースリリース）

（出所：熊本県立南稜高校の雨庭・肥後銀行提供）
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（地方銀行の具体事例）

気候変動に関する開示事例

分析・開示の高度化

⚫ めぶきフィナンシャルグループ（常陽銀行・足利銀行）：
シナリオ分析手順の開示

— めぶきフィナンシャルグループは、物理的リスクと移行リス
ク双方の分析において、使用するシナリオの概要（洪水発生
頻度の増加）や、想定されるリスク事象、サンプル企業の将
来財務予測など、分析手順を詳細に開示。

参考資料

（出所：めぶきフィナンシャルグループ 2025年３月期統合報告書）

算定の精緻化

⚫ 滋賀銀行：Scope３カテゴリ15における算定対象
の拡大

— 滋賀銀行は、Scope3のカテゴリ15に該当する「ファイナ
ンスド・エミッション」として、「事業性融資」に加え、
「非上場株式」「上場株式・社債」「住宅ローン」を
対象に算定。

— また、ＧＨＧ排出量およびエネルギー使用量について、
第三者保証を取得。

（出所：滋賀銀行しがぎんTCFD/TNFDレポート2025）

⚫ ふくおかフィナンシャルグループ（福岡銀行・十八親和
銀行）：シナリオ分析対象セクターの選定

— ふくおかフィナンシャルグループは、「政策・法規制」「技術」
「市場」「評判」の変化が各セクター
に与える影響度の大きさと、自社の
ポートフォリオの大きさからリスクを
評価。その結果を参考に、移行リスク
のシナリオ分析を実施するセクターを
選定。気候変動に関する環境変化等に
合わせてセクター評価を継続的に見直し。

（出所：ふくおかフィナンシャルグループ 2025年３月期統合報告書）
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（地方銀行の具体事例）

自然資本・生物多様性に関する開示事例

ＴＮＦＤ提言に基づく分析

⚫ 十六フィナンシャルグループ（十六銀行）：
融資先拠点における自然との関わり分析の開示

— 十六フィナンシャルグループ（十六銀行）は、ＴＮＦＤ
提言に基づく分析として、特に優先的に取り組むセク
ターとして「食品セクター」を特定し、依存と影響、
リスクと機会を整理。

— その後、食品セクターの融資先の製造拠点を抽出し、
「水利用」「排水」「土地利用」に関するリスクを、
評価ツールを用いて分析。

⚫ ひろぎんホールディングス（広島銀行）：
ポートフォリオにおける自然との関わり分析

— ひろぎんホールディングス（広島銀行）は、事業性融
資ポートフォリオに対してセクター別の自然資本への
依然と影響を分析。

— その分析を踏まえ、ポートフォリオのエクスポー
ジャー上位10セクターを対象に「依存」と「影響」の
スコアを掛け合わせることで重要セクターを特定。

— 分析の結果、依存と影響
の大きいセクターとして
「運輸・保管業（船舶セ
クター等）」と「製造業
（自動車セクター等）」
を特定。

参考資料

（出所：ひろぎんホールディングス 2025年３月期統合報告書） （出所：十六フィナンシャルグループ 2025年３月期統合報告書）
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